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第４章 有力者との関係的資源保有のメカニズム

－地域間格差に着目した構造方程式モデルによる分析－

村瀬 洋一

（立教大学社会学部）

１．問題の所在と研究目的

1.1.社会構造の特徴と関係的資源

人々はさまざまな社会的資源を持っており、その保有は平等ではない。現代日本の、社

会資源の特徴とは何だろうか。とくに、人間関係の保有構造については、どのような特徴

があるだろうか。 年前の日本社会は、第一次産業就業者が全就業者の ％だったが、現50 40

在では５％である。現代日本は第三次産業就業者が過半数となり、表面的には脱産業社会

である。しかし日本人の多くは、現在でも農村的な人間関係や価値観を保有しており、日

本人の社会的資源保有の構造は複雑である。大都市部を少し離れると、伝統的な日本の価

値観や生活習慣、濃密な人間関係などは、多数存在している。東京では、欧米的価値観の

もとに生活している人も多いが、東京周辺の１都３県の人口は、日本の４分の１にすぎな

い。

科学的根拠のない日本特殊論は多々存在するし、そのような議論のまねをする必要はな

い。しかし、少なくとも、ここ 年間ほどの日本が、急激な産業化と都市部への人口移動50

を経験したことは事実である。その意味で、先進国の中でも、日本社会は非常に特殊であ

り、人間関係という資源の保有や社会意識等について、独特な特徴を持つことは確かであ

る。ただ、人間関係の保有を含めた社会的資源の分布について、とくに地域間比較に着目

し、大規模な統計的社会調査データを用いて解明した研究は少ない。

1.2.本論の目的

関係的資源の保有は、人々の日常生活や社会意識に大きな影響を与える。例えば、有力

者との人間関係を多く保有する者は、政治に対して影響力が強く、政治的有効性感覚も高

いなど、独特な特徴がある。しかし、関係的資源に関する、統計的調査をもとにした実証

研究は多くはない。民主主義は平等を原則とするが、現実の民主主義社会には、各種の社
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会経済的不平等が存在する。政治的影響力についても不平等は存在し、社会的地位が高い

ものほど影響力は強い。社会的資源を多く持つ者ほど、政治に参加し影響力を持つことは、

などの政治参加研究や資源動員論で指摘されている。日本社会は先進諸国Verba et al.(1978)

の中でも貧富の差が小さく平等な社会と言われてきた。しかし政治的影響力に関しては大

きな不平等が存在する。日本政治において、自営業者や農民の影響力が強く、またサラリ

ーマン層（被雇用労働者層）の影響力が小さいことは、一般によく指摘されてきた。政治

に関する問題の多くは、一部の人々の影響力が強すぎるという問題を含んでいる。社会的

決定が、一部の人々の利害によって決まることは、適切な決定を行う上で問題である。

日本社会では、具体的にどのような人が有力者とのつながりを持ち、影響力を行使して

いるだろうか。日本の権力構造については、秋元( )や高橋・大西( )などによる、1971 1994

地域権力構造の実証分析が行われてきた。しかし、母集団を代表する統計的データを用い

て、複数の地域間の比較を行った研究は、ごく少ない。

政治的影響力（あるいは権力 ）は、政治社会学の中心的概念だが、直接的な測定: power

はできない。しかしその指標の１つとして、有力者との非公式な人間関係保有量を用いる

ことができる。一般に、有力者とのつきあいが日常的にある者ほど、政治的決定にアクセ

スする可能性が高く、政治的影響力を持つ傾向があると言えるだろう。この人間関係の保

有量という指標が有効であることは村瀬( )が既に指摘し、ＳＳＭ調査（社会1999a, 1999b

階層と社会移動全国調査）データを用いて分析を行った。また新たに、郡部、地方都市、

大都市の３つの地域で、独自の社会調査を実施した。本研究の目的は、とくに地域間の違

いに着目して、関係的資源保有の現状とその規定メカニズムを解明することである。村瀬

( )が、基礎的な分析は行っているが、本論では、潜在変数を用いた構造方程式モデル2001

（共分散構造分析）を用いて、規定メカニズムについてさらに詳しく分析を行う。

1.3.社会的資源に関する概念整理

社会的資源の概念について詳しくは、村瀬( )について整理したとおりであるが、近2001

年の米国での社会学においては、 ( )が提唱した (社会関係資Coleman 1988, 1990 social capital

本、社交資本)の概念が有名である。これは、 (人的資本)と対比する形で考えhuman capital

られてきた。米国では、資源と資本という言葉を互換的に用いている。また資本は、社会

的資本と人的資本の２つに大別して考えられている言ってよい。社会関係資本の議論は興

味深く、最近の米国社会学では非常に注目されているが、この概念は、人間関係保有と信
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頼関係保有の、少なくとも２つの内容を含むものであり、曖昧で多義的という問題がある。

しかし興味深い概念であり、米国を中心に、注目されていることは事実である。社会関係

Putnam etal . 1993 , Sandefur & Laumann 1998 , Putnam 2000 , Lin 2000 ,資本については、 ( ) ( ) ( ) ( )

( )などの研究が盛んに行われている。Fine 2001

さて、これまでの社会的資源の分類は、とくに関係的資源に関する部分が多義的である。

人間が保有する社会的資源の分類について、村瀬( )を一部改訂して、７分類として1999b

整理したものが表 である。人間はこれら７種類の資源を保有し、社会には資源保有の4-1

不平等分配の構造（社会階層構造）が存在するのである。ただし権力は、直接的な測定は

難しいため、実証的研究で直接扱われることは少ない。そのため、とくに大規模な調査で

は、権力または影響力の指標として人間関係保有を扱うのである。有力者との人間関係を

保有する者は、権力や影響力の大きい者であり、関係的資源保有は、影響力保有の指標と

なっていると言って良いだろう。本研究は、この関係的資源に着目して分析を行う。

表 社会的資源の７分類（村瀬 を一部改訂）4-1 1999b

)物的資源（経済的資源） 生産財、消費財一般････経済的に豊かかどうか1

)関係的資源 他者との交流、接触、人間関係････知人が多いかどうか2

公式な人間関係 組織加入 ････経済的組織、労働組合、宗教団体など2-1

非公式な人間関係 友人や知人････居住地域、職場、その他の組織、家族や親族2-2

におけるものなどに分けられる

)権力的資源 権力、影響力････他者を動かす力があるかどうか3

)評価的資源 威信、信用、尊敬、権利、諸制度････他者からの評価や、制度化された4

社会関係

)情報的資源 情報、知識、教養、文化資本、5

知的能力、情報処理能力、仕事をする能力････学歴などと関連

)人的資源 人材、労働力6

)可処分時間 自由に使える時間をどれほど持っているか7

1.4.関係的資源（ネットワーク）の諸特性の分類

次に関係的資源の分類について検討する。まず大別すれば、公式な関係的資源（組織へ

の加入）と非公式な関係的資源（つきあい、知り合い）の２つとなる。非公式な関係的資
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源のことを、都市社会学などではネットワーク（あるいは対人ネットワーク、パーソナル

・ネットワーク）と呼ぶことが多いが、名称が異なるだけで内容には大きな違いがないの

で、本論では両者を互換的に用いる。

ネットワーク特性の指標は各種存在するが、安田( )は、ネットワークの大きさ（サ1994

イズ）、範囲、密度の３つを代表的なものとして挙げている。また、 ( )は、Burt 1983:189

ネットワーク密度が薄い場合は、範囲や多様性が大きくなることを、理論的に論じている。

( )は、 年のデトロイト、 年のカリフォルニア北部での調査デーCampbell e t a l . 1986 1966 1978

タを用いて、ネットワーク密度などに関する分析を行った。その結果、社会的地位が高い

者は、むしろネットワーク密度が薄いことを指摘している。一般に、社会的地位が高い者

は、多様な人々とつきあい、その結果としてネットワーク密度は薄い。社会的地位の低い

者は、近隣や親戚、同じ仕事の者などとのつきあいが多く、ネットワーク密度は濃いので

ある。

米国社会についての実証的な研究としては ( )が有名である。Granovetter 1973, 1974, 1995

彼の研究によると、米国において職を見つける際に、親しい友人などの強い紐帯よりも、

ふだんあまり接触しない知人などの弱い紐帯の方が情報源となることが多く、重要である。

また、 ( )は、米国での 年 のデータを分析し、ネットワーMoore 1990 1985 GeneralSocial Survey

クサイズ（対人ネットワークの保有量）の規定因として年齢や教育、収入、子供の有無な

どがあげられること、女性は男性よりも、ネットワーク内に占める親族関係の割合が多い

ことなどを指摘している。

これらの研究は興味深いが、関係的資源あるいは対人ネットワークの特性には、他にも

さまざまなものがある。ネットワーク特性の分類基準を表 で整理した。4-2
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表 関係的資源（対人ネットワーク）の分類基準（村瀬 を再掲）4-2 2001

)保有量（サイズ）1

)範囲2

)密度･･････構成員全てがお互いに知り合いか、そうでないか3

)中心性････本人がネットワークの中心にどのくらい近い位置にいるか4

)親しさの程度5

)どのような相手との関係か6

・性別、年齢、学歴、職業、友人、知人、有力者など

・とくに４分類されることがある（家族や親戚、近隣の友人、職場仲間、趣味の友人）

・人間の生活の場に応じた４分類（家庭、居住地域、職場、その他の自発的な集団）

)使用目的････何に用いるための関係か7

・日常生活での交流（話し相手、遊び相手）

・仕事上の取引

・情報入手（就職情報など）

・育児支援（送り迎えの依頼、育児情報の交換）

・老後の支援

・政治的影響力を行使する経路

)同質性、異質性････ )、 )について 同じような人とのネットワークか8 6 7

ネットワークに関する研究は多様だが、おおむねこれらの特性によって分類することが

できるだろう。例えば、使用目的という特性に着目してネットワークを分類すると、行動

の相手（遊び相手、話し相手、仕事など共同作業をする仲間）、依頼の相手（育児や介護

支援を依頼する相手とのネットワーク）、情報交換の相手、などに大別できるだろう。使

用目的は、関係を形成するときのきっかけとなることがある。例えば現代日本において、

子供を持つ既婚女性の持つネットワークのかなりの部分が、子育てを通じた友人（子供が

同じ学校に通っていた、ＰＴＡや子供会活動で知り合った人など）である。

1.5.関係的資源の保有に関する先行研究の概要と分析枠組み

都市社会学などでのネットワーク研究は最近盛んだが、政治的有力者とのネットワーク

1978 1998 1998,に関する先行研究は必ずしも多くはなく、塚原・小林( )や菅野( )、村瀬(
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)などが存在するくらいである。また、米国では、前述の社会関係資本1999a, 1999b, 2001

Knoke 1990 , Moore & Whitt eds. 1992 , Knoke et al. 1996 , Roch etal .に関する研究のほか、 ( ) ( ) ( )

( )などの研究が存在するが、政治的エリートに関する研究が主であり、社会階層構造2000

全体における関係的資源に関する研究は少ない。

本研究の仮説として以下を挙げる。第二次大戦後の日本社会の経緯を考えると、おそら

く地域により関係的資源保有の規定メカニズムは異なるだろう。全体的な傾向としては、

農村部ほど、地縁や血縁のような属性主義的要因が重要であり、また都市部ほど、学歴や

資産などの業績主義的要因が重要であろう。農村部では、年齢や居住年数、自営業かどう

かなどの要因が重要だと考えられる。都市部では、学歴や経済力、従業先規模、自営業か

どうかなどの要因が、関係的資源保有と強く関連があるだろう。また都市部ほど、全般的

に人間関係が薄く、関係的資源保有の機会は少ないと考えられる。

２．データと質問項目

３地域すべてのデータを用いた。有力者との関係的資源に関する質問文は「あなたは次

にあげる人々と、どの程度のおつきあいがありますか」というもので、図 のように、4-1

４段階で回答を得ている。選択肢のワーディングは「かなりつきあいがある」「少しはつ

きあいがある」「つきあいはないが会おうと思えば知り合いを通して会うことができる」

「つきあいはないし、会うことは難しい」の４つである。学歴は教育を受けた年数として

分析に用いている。居住年数は、そのままだと、年齢が高いほど大きくなりがちなので、

年齢で割った数字、つまり、人生の何割を現住地で過ごしたかを表す数字を用いた。従業

先規模は、従業先が1-6の値で、大企業か公務員が最大値6となる変数である。自営業（農

業を含む）は、０，１の値をとる変数である。

３．分析結果

3.1.基礎的分析

議員との関係的資源に関して、地域間の違いを見たものが図 と である。男性の場合、4-1 2

郡部、地方都市、大都市の順に、関係的資源の保有が多いことが分かる。郡部では、「か

なりつきあいがある」と「少しはつきあいがある」を合わせて約２割が『つきあいがあ

る』と答えており、もっとも多い。近年でも、人間関係の地域間格差は、明確に存在する
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ようだ。ところが女性の場合、

つきあいがあると答える人は、

仙台よりも東京で多い。東京の

女性は、議員とのつきあいが活

発であるようだ。東京調査の対

象地区が、北区や板橋区など、

自営商工業者の多く、また比較

的高齢化の進んだ地域であるの

で、独特な特徴があるのかもし

れない。

管理的公務員とのつきあいに

関する結果が図 と である。4-3 4

議員と同様、郡部がもっともつ

きあいが多い。また、どの地域

でも、女性の方がつきあいが少

ない。関係的資源保有は、地域

や性別により違いがあることが

分かる。

3.2.共分散構造分析（パス解

析）

有力者との関係的資源保有の

メカニズムを解明するために共

分散構造分析を行った。以下の

図は、左が原因で右が結果とな

る因果連関図である。最終的な

被説明変数は、右端の楕円の

「関係的資源」保有である。こ

れは、つきあいに関する２つの

実在変数（図 １などの４段階4-

図4-1 議員との関係的資源　３地域の比較　男性
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図4-2 議員との関係的資源　３地域の比較　女性
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図4-3 管理的公務員との関係的資源　３地域の比較　男性
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図4-4 管理的公務員との関係的資源　３地域の比較　女性
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の変数）から構成した潜在

変数（因子）である。図

は、左が原因、右が結果と

なる流れの因果関係を表し

ている。主なパス（係数が

大きいパス数本）を太い矢

印で表した 。1)

図 は仙北郡部の男性4-5

の結果である。関係的資源

にささる矢印でもっとも大

きい係数は、年齢の で.44

あり、高年齢ほどつきあい

を多く持つことが分かる。

また、居住年数の規定力も

大きい。郡部では、年齢や

居住年数のような、地域と

の結びつきに関する要因

が、関係的資源保有を規定

していることが分かる。ま

た、自営であることや保有

資産も、ある程度の規定力

を持つ。

図 の仙台の結果を見4-6

ると、有力者とのつきあい

は様々な要因に規定されて

おり、この地域では多くの

パスがあることが分かる。

年齢や居住年数の直接効果

の他、家族人数から保有資

産数を通した間接効果のパ

年齢
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図4-5 有力者との関係的資源の規定モデルにおける標準化係数　1998年仙北調査男性
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図4-7 有力者との関係的資源の規定モデルにおける標準化係数　1999年東京調査男性
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スも大きい。従業先規模の

ような、地縁血縁とは関係

のない変数も規定力を持っ

ている。また、学歴も保有

資産数を通した間接効果が

あり、業績主義的な要因

も、関係的資源保有に影響

を与えていると見ることが

できるだろう。業績主義

的、属性主義的要因の双方

が、さまざまな規定力を持

つのが、地方中核都市での

特徴である。

図 の東京調査は、関4-7

係的資源を規定するパスが

少なく、高年齢か、保有資

産が多い者、大企業勤務の

者が、関係的資源を持つ。

その他のパスは有意ではな

い。東京では、関係的資源

を保有する経路は限られて

いるようだ。また、どの地

域でも年齢の直接効果が最

も大きい。あらゆる面で

「年功序列」が目立つ日本

社会において、年齢が重要

であることを物語ってい

る。関係的資源についての

決定係数( )を見るR-square

と、東京でもっとも小さ
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図4-8 有力者との関係的資源の規定モデルにおける標準化係数　1998年仙北調査女性
変数下の数字はR-square　Chi-square = 18.87  df = 16  p = .28  AIC = 76.87
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図4-9 有力者との関係的資源の規定モデルにおける標準化係数　1997年仙台調査女性
変数下の数字はR-square　Chi-square = 14.13  df = 17  p = .66  AIC = 70.13

GFI= .99  AGFI= .98  CFI= 1.00  RMR = .22  RMSEA = .00
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図4-10 有力者との関係的資源の規定モデルにおける標準化係数　1999年東京調査女性
変数下の数字はR-square　Chi-square = 18.24  df = 18  p = .44  AIC = 72.24
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く、このモデルでは関係的資源保有の のみを説明している。もっとも、社会調査デー17%

タの場合、決定係数はあまり大きくないのが普通であり、 以上あれば十分であろう。0.10

図 から が女性の結果である。女性の場合、どの地域でも保有資産数が大きな規定4-8 10

力を持つのが特徴である。逆に言うと、資産がない女性は関係的資源も持つことはできな

い。この事実の解釈は難しい。夫の社会的地位、家族の経済的余裕などが影響を及ぼして

いるのかもしれない。仙北と仙台では、年齢と居住年数率も直接効果を持つ。図 の仙4-8

北郡部女性の場合のみ、従業先規模が効果を持つ。また若い人ほど大企業へ所属する傾向

がある。郡部では、大企業に所属することが、何らかの独特な効果を持つようだ。仙台と

東京では、自営業が直接効果を持つ。ただし東京調査の対象地区は板橋区や北区などの北

部４区であり、東京全体とはやや異なる特徴があると思われる。東京は全般的に、関係的

資源を規定するパスが少ない。大都市では、有力者と人間関係を保有する経路は限られて

いるようだ。仙台ではパスが多く、農村的要素と都市的要素の、両方が存在しているのか

もしれない。決定係数( )は、男性に比べて全般的に小さく、このモデルでとりあR-square

げた要因以外のことを考える必要があるのかもしれない。女性の場合、同じ職業でも、夫

の職業により社会的地位や日常生活の豊かさ、価値観が異なることがある。また、女性は、

常時雇用、臨時雇用、無職の３つに大別されるので、これらの従業上の地位を考える必要

があるのかもしれない。

４．結論

人間関係保有は、人々の意識や行動に大きな影響を与える。とくに、有力者との関係的

資源保有は、政治的影響力行使の経路になるものである。日常的に、非公式な人間関係を

持つ者ほど、政治的影響力を行使しやすいと考えられ、関係的資源に関する研究は極めて

需要である。本論では、有力者とのつきあいという関係的資源保有について、農村部、地

方都市、大都市からなる３地域の調査データを用いて、資源保有の規定メカニズムを検討

した。データ分析の結果、全般的に年齢の規定力が大きく、現代日本での年功序列の重要

さを改めて示すこととなったが、その他に以下のことが明らかになった。男性の場合、農

村部と地方都市では居住年数や家族人数、自営という要因も有意な規定力を持つ。つまり、

地域とのつながりの強さに関する要因が、関係的資源の保有に影響を与えている。それに

対して東京では保有資産の規定力が大きく、経済的地位が重要である。
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ただ東京では、全体的にパスが少なく、大都市部において、関係的資源を獲得する経路

が限られていることが解明された。大都市の人間関係の薄さを表しているようだ。日本で

は、第２次大戦後にかなり急激な都市部への人口移動があったため、都市部には人間関係

を持たない人が多かった。都市部への人口移動は、 年頃にはほぼ沈静化しているが、1975

現在でも、大都市における人間関係はあまり発達していないようだ。それに対して、地方

都市の仙台では、多様な経路が存在した。関係的資源を保有するきっかけとして、農村と

都市の両方の、さまざまな要因が存在することを示唆しているのではないだろうか。男性

の場合、どの地域でも、学歴が関係的資源に直接効果を持つことはなく、保有資産数を通

した効果があるというのも、興味深い知見である。

女性の場合、どの地域でも資産保有の規定力が大きい。分析結果を見る限り、女性は男

性よりも、経済的力があるかどうかで、ふだんの人間関係が変わってくるという事実があ

る。また、資産保有が、配偶者や家庭全体の社会的地位を反映した結果として、規定力が

大きいのかもしれない。居住年数率も、全地域で規定力を持つ。仙台と東京では、自営業

の効果が大きかった。女性自身が自営業として職業を持っている場合、無職などと比べて、

関係的資源を保有することが多い。ただとくに東京では、自営業という変数の効果が大き

く、今回の調査では、東京の女性はやや独特な特徴を持つようだ。仙台のみ、学歴が関係

的資源に対して直接効果を持つ。仙台の女性で高学歴な人は、社会参加活動が活発など、

何らかの特徴があるようだ。

男女とも、多くの場合、関係的資源保有の主なパスとして、「学歴－資産－関係的資

源」のパスが存在した。年齢の直接効果の他に、この経路が、現代日本において関係的資

源を獲得するための主たる経路であると考えられる。

関係的資源保有には、近年でも、明確に地域間格差が存在する。また、その規定メカニ

ズムは、地域間で異なることが、データ分析により実証された。農村部と地方都市では、

年齢のような属性的要因の規定力が大きいが、都市部では、資産や従業先規模など、業績

主義的誘因の効果がより重要である。社会的資源にはさまざまな種類が存在するが、本論

の分析では、おおむねすべての次元について、規定要因（説明変数）として用いて多変量

解析を行った。今後の課題としては、可処分時間や、個人の心理的要因（性格的特徴、外

向的か、人間関係の能力があるかなど）、配偶者の特徴などの要因を、分析に投入するこ

とが挙げられる。地域移動歴や職業の効果について、より詳しく検討することも、重要な

課題である。



- 5 0 -

注

) 共分散構造分析のモデルは、初めに、考えられるすべてのパスを入れたモデルで分析1

した。その後、統計的に有意でないパスは省いて分析を繰り返し、最終的に、有意な

パスのみを残した図を、本論に掲載した。欠損値はすべてのぞいたデータを作成して

から分析を行った。誤差間相関などはとくに設定していないので、不自然なモデルで

はなく、従来型のパス解析とほぼ同様のモデルでの分析である。適合度係数は各種あ

るが、最近よく使われるのは である。これは、モデルが過度に複雑でないかRMSEA

どうかを表し、おおむね 以下ならば、良いモデルということができる。 以上0.05 0.10

の場合はモデルのあてはまりに問題があると見なして良い。
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